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論文

中国都市部における「農民工」の子どもの教育期待の格差構造

―戸籍制度による農民工身分効果をめぐって―

岳　　　培　栄＊

1．問題の所在

中華人民共和国（中国）が成立した後、「戸籍登記条例」（1958 年）により、国民の戸籍は「農業戸籍」と「非農
業戸籍」の 2つに分けられることとなり、国民の移住、職業選択の自由は厳しく制限された。農業戸籍を持つ国民
は「農民」、非農業戸籍を持つ国民は「幹部」あるいは「工人」に区別され、国民の三大身分が事実上成立した。
1979 年以降、改革開放政策を取り入れ、制限は大幅に緩和された。農民はある程度自分の意思で農業以外の仕事を
選ぶことができるようになった。そのため、農業戸籍を持つ人は農村から離れ、都市へ移動しはじめた。ただし、
国民の移住や職業選択の自由の制限はまだ残っており、農村から都市へ移動した多くの人たちは、農業戸籍を変え
ず農民の身分のまま都市で生活している状態にある。彼らは非農業戸籍を持つ都市住民と違い、「農民工」と呼ばれる。
中国国家統計局が公開した「国民経済と社会発展年度統計公報」によると、2017 年時点には中国の農民工の数は 1.72
億人にのぼり、都市部の常住人口の 19.3％を占めた。
農民工は長期間にわたり都市で生活しているものの、非農業戸籍を持つ都市住民に比べると、就業制限や賃金差
別があり、社会保障制度から排除され、実質的には国内移民のようになり、現住地の市民と同様には扱われない。
つまり、現在の中国都市部においては、「農民工」という一種の身分のようなものが存在しており、都市部の居住者
には農村から都市へ移動した農民工家族と、現住地の非農業戸籍を持つ都市住民家族がおり、都市部では都市出身
家族と農村出身家族の二元構造が存在していると考えられる。
一家をあげて都市に移動した農民工が増え、居住期間が長期化する（厳 2009）につれ、親と一緒に都市に行った
子どもの教育問題が顕在化してきた。戸籍制度は一般に世帯を単位としているので、農民工の子どもは、彼らの親
と同様、農業戸籍となる。本稿では、このような子どもたちを「都市への移動児童」と呼ぶ。中国では義務教育段
階（小学校と中学校）の就学者は、戸籍に記載された住居地の教育部門が設定した学区の学校に通学するのが原則
である。都市への移動児童が増加するにつれて、戸籍に記載された住居地と現住地が異なる都市への移動児童に対
する就学の保障が問題になってきた。中国中央政府は、この問題を解決するため、1992 年から様々な政策を実施した。
政策の実施時期により、制限期、受け入れ期、解決期の 3つに分けられる。詳細は宮崎（2009）を参照されたい。
しかし、都市への移動児童の都市での就学の権利を、法律的に保障しても、都市住民児童と都市への移動児童の間
では教育達成に関する格差が極めて大きいことは、趙ら（2017）、宋ら（2017）が指摘している。
この教育達成に関する格差の構造を解明するため、本稿では子どもの教育期待を切り口として取り上げる。教育
期待とは、どの程度の教育を受けたいのか、あるいはどの程度の学歴を獲得したいのかを示す概念である。教育期
待に注目するのは、教育期待が、教育達成に影響を及ぼす重要な媒介要因とみなされており、ウィスコンシン・モ
デルを提唱するW.H. Sewellら（1970；1975）が、教育達成に関する構造を解明するために有用だと究明したから
である。また、分析を進める上で、私たち個人は教育期待をもとに教育達成をするという主意主義的な人間像のも
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とに成り立っている、と仮定する。
以上から本稿では、第一に、都市への移動児童と都市住民児童の教育期待にどの程度の差が存在しているか、第
二に、農民工身分か否かという身分要因を考察の中心にし、都市への移動児童と都市住民児童の教育期待の格差が
いかに形成されているか、について検討する。

2．先行研究

教育社会学では、どのような過程を経て、学歴の格差が作り出されるかについては、さまざまな学説がある。社
会背景や文脈によって各国独自に展開されてきたが、理論の枠組みとして総じて欧米の研究が参照される。まず
Blau and Duncan（1967）の地位達成モデルを出発点として、P. Bourdieuら（1970=1991）は文化資本論を、R. 

Breen and J. Goldthorpe（1997）は相対的リスク回避説を、W.H. Sewellや R. Hauser（1970; 1975）らがウィスコ
ンシン・モデルを提示し、そのメカニズムの解明に取り組んできた。
このうち、ウィスコンシン・モデルは、子どもの地位達成動機（教育期待、職業期待）が形成される社会心理学
的な媒介過程に着目し、学歴格差に対して家族内部の相互作用によって「重要な他者」効果が生じることを明らか
にしたものである。ここで、荒牧（2016）によれば、「重要な他者」の効果とは、親と教師が大学進学を期待したか
否か、大半の友人が大学進学を希望したか否かの回答による合成指標の効果をいう。なお、主唱者のW.H. Sewell

ら（2004）は、「重要な他者」のうち親の期待の効果が特に重要であると指摘している。ウィスコンシン・モデルでは、
親の職業のみならず、親の学歴と経済状況も含め、三次元の社会経済的地位を扱う。そのほか、十代半ばでの本人
の成績、本人の教育期待、認知的能力と重要な他者の教育期待をモデルに統合している。各要因の影響関係を図 1
に示しておく。
この図式によれば、学業成績、子ども
の教育期待、重要な他者が子どもの学歴
に直接に影響をもたらしている。学業成
績、子どもの教育期待、親の教育期待が
高いと、子どもが高学歴になりやすい。
媒介効果に注目すると、学業成績の媒
介経路では、まず、子どもの認知能力は
学業成績を媒介して学歴に影響を及ぼす。
次に、子どもの認知能力は学業成績を通
して反映され、彼らの教育期待に積極的な影響を与えるので、学歴の上昇に正の効果を及ぼす。そして、この図式
から、重要な他者効果として、いわゆる親の教育期待などが、親の社会経済的地位、子どもの学業成績と認知能力
の影響を受け（このうち、認知能力の影響力は弱い）、直接に子どもの学歴に影響を及ぼす経路と、子どもの教育期
待を媒介して間接的に子どもの学歴に影響を及ぼす経路の両方あることがわかる。
ウィスコンシン・モデルは、相対的リスク回避説と類似し、個人の行為というミクロな現象からマクロな社会構
造を説明しようとする方法論的個人主義の立場に基づいたものである。もっとも、相対的リスク回避説はウェーバー
の合理性から発展してきた仮説であるのに対して、ウィスコンシン・モデルの理論的起点は G.H. Mead（1934=1973）
の自我論にあるといった違いがある。Kerckhoff（1976）が指摘したように、ウィスコンシン・モデルは「社会化モ
デル」としての性格を持っている。
一方、Wilsonら（1975）の研究は、親の社会経済的地位と学業成績が、子どもの教育達成に「社会心理学的効果」
と「構造的効果」の 2つの効果をもたらすと考えた。そして、ウィスコンシン・モデルの知見とは異なり、親と子
どもの教育期待といった社会心理学的要因よりも、構造的要因の方が、教育達成に対する規定力を強めつつあると
報告している。ここで、「社会心理学的効果」は親の地位や学業成績が子どもの自己像や教育期待の形成に影響を及
ぼすこと、「客観的・構造的効果」とは親の地位や学業成績が子どもの教育達成が行われる際の制度的コンテクスト
の準備状況に影響を及ぼすことを指している。他方で、Kerckhoff（1976）は、Wilsonらの知見を踏まえ、従来のウィ

図 1　ウィスコンシン・モデルの説明図式
出所：鹿又 (2014)より筆者が作成
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スコンシン・モデルのような「社会化モデル」だけではなく、親の社会経済的地位や入学者選抜による地位の配分
過程を強調する「配分モデル」も考慮した上で、統合的なモデルを構築するべきであると主張した。片瀬（2005）
も指摘したように、子どもの教育期待が形成される過程を分析する際には、親の教育期待の影響だけでなく、学校
による教育選抜の影響も重要な変数とみなさなければならない。さらに、親の教育期待に対しては、親自身の社会
的地位とともに、子どもの学業成績が教育選抜の主要な源泉として少なからず影響していることも見落としてはな
らない。
「配分モデル」には、教育選抜過程に注目するトラッキング説がある。トラッキングとは、教育におけるトラック
が特定の進路・進学先と結びつきやすいということである。また、教育におけるトラックとは、ある教育段階にお
いて制度的に複数の種類に分かれる学校の種類や教育課程の種別、あるいは進路希望や成績・能力に基づくクラス
編成や履修コースなどの分岐を指す。社会階層研究におけるトラッキング説は、「出身階層の影響によって早い段階
で分岐したトラックの一つに所属すると、そのトラックがその後の進路・進学先に強く影響することを強調する」（鹿
又 2014）。日本におけるトラッキング説に関する研究は、主に高校でのトラック分岐が、その後の高等教育進学（例
えば 4年制大学・短大への進学・非進学）に対する社会経済的地位の影響を媒介することを中心に展開されている（荒
牧 2018）。中国においては、教育選抜システムが日本と類似しており、高等教育進学における分岐に対して、高校で
所属したトラックが強い影響力を持っている。しかしながら、日本とは異なる中国の教育選抜システムの特徴が 2
つある。1つ目は、厳しい受験競争が見られることである。中国で厳しい受験競争が見られるのは、義務教育の中学
校段階で、地域差、都市と農村の格差を除いた場合でも、都市部の各中学校の間にある、制度上のランクと事実上
のランクの両方に著しい格差が存在しているために、上位校への進学を目指す場合は学区を越えて越境入学をする
ことがあるからである。2つ目は、戸籍制度によって、子どもの本籍地が居住都市と異なる場合、進学率が高い上位
にある中学校に入りにくいことである。そこで、中国におけるトラッキング説の妥当性を検討するには、中学校進
学における学校種別のトラックを視野に入れる必要があり、トラックを選択する時に生じた戸籍制度による機会の
不平等も考慮するべきであろう。
教育選抜のほか、W.H Sewellら（2004）によれば、ウィスコンシン・モデルは性差、人種格差、地域差などマク

ロ構造を考慮していないとの批判がある。そのうち、性差と地域差に対する批判は、中国の教育格差の分析には、
おろそかにしてはいけない点である（李 2009; 呉 2012; 劉 2008）。そこで、多くの先行研究はできる限り、性別と地
域を統制した上で、分析を行っている（例えば、郝（2007）、李ら（2016））。
そこでウィスコンシン・モデルを中心に、それに対する批判を踏まえて出てきた「配分モデル」、そして「トラッ
ク効果」を考慮した上で都市への移動児童と都市住民児童が持つ教育期待の格差の分析を行う。

3．仮説と分析枠組み

ここまで都市への移動児童と都市住民児童の間に、教育達成に関する大きな格差が存在していることを論じた。
もしウィスコンシン・モデルが正しいならば、都市への移動児童と都市住民児童の間においては、教育期待に差が
見られるはずである。よって、次の仮説を導くことができる。
仮説A：中国都市部において、都市への移動児童は、都市住民児童より教育期待が低い。
次に、仮説 Aが支持される場合、「配分モデル」に基づいて教育期待の格差に対して性差と学校トラックの効果に
ついての仮説を提示すべきことになる。
性差について、伝統的な儒教秩序から転換してきた現代中国社会では、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」と
いう性別役割分業意識に強く影響されていると考えられている。しかし、近代化に伴い、性別役割分業意識が弱化
している傾向も見られる。教育達成に対する性差の効果は、性別役割分業意識と同じく弱化する傾向があるが、依
然として残っている（Lavelyら 1990; 李 2009 など）。しかも、この効果はとりわけ農村部において顕著であると指
摘されている（呉 2012）。教育達成に対する性差の効果の議論から、「配分モデル」に基づいた性差に関する仮説に
ついて次のように導くことができる。
仮説B1：都市への移動児童か都市住民児童かを問わず、男子の教育期待が女子より高い。
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仮説B2：子どもの教育期待の性差は、都市への移動児童においてより顕著である。
学校トラックについて、これまで中国政府は、都市への移動児童の義務教育段階での教育の権利の保障に力を入
れてきた。しかし実際には、首都の北京でさえ、都市への移動児童の一部は、設備の不十分さや、教師の量的・質
的不足などの問題がある農民工子弟学校に就学せざるを得ない状況に直面していると指摘されている（趙ら 2017）。
農民工子弟学校などの都市への移動児童向けの学校は、学校ランクで評価すれば、平均的に低いランクに当たるだ
ろう。加えて、トラッキング説によれば、高いランクの学校への子どもの通学は教育達成に正の影響を及ぼすため、
児童間の教育期待の格差は通学する中学校の違いによりもたらされる可能性がある。従って、次のような学校トラッ
クに関する仮説を導くことができる。
仮説C1：都市への移動児童は、都市住民児童より通学している中学校のランクが平均的に低い。
仮説C2：都市への移動児童か、都市住民児童かを問わず、より低いランクの中学校に通学すると、教育期待が低
くなる。
以上では、先行研究であるウィスコンシン・モデルに対する仮説、および子どもの教育期待の格差の形成要因に
関する「配分モデル」に基づく仮説を提示した。ここで、都市への移動児童と都市住民児童の間の区別は主に戸籍
を基準としたものであり、都市への移動児童が持つ農民工という身分のようなものが教育期待の格差の形成に影響
を与えているのか、という疑問が生じる。従来のモデルに投入した社会経済的地位（父職、父学歴、年収）、学業成績、
学校ランク、性別、居住地域などの変数を統制した上でも、農民工身分を持つか否かは、子どもの教育期待に独自
の効果があるのではないかと思われる。ただ、子ども自身が変えられない、親からもらった農民工身分は、幼い中
学生にとって、どれほど認識できるのかという問題もあり、もし農民工身分の効果があるならば、重要な他者、す
なわち親の教育期待を媒介して、子どもの教育期待に作用する可能性が高いと考えられる。よって、次の仮説を導
くことができる。
仮説D1：子どもの教育期待に対して、農民工身分を持つことによる負の効果が見られる。
仮説D2-1：子どもの教育期待に対する農民工身分の負の効果は、親の教育期待を媒介としたものであり、直接効
果はない。
仮説D2-2：子どもの教育期待に対する農民工身分の負の効果は、親の教育期待を統制しても直接効果として残る。
本稿では仮説に応じて、二つの分析方法を用いて行う。まず、仮説 A、B、Cに対して、t検定と分布の比較を用

いて分析を行う。次に、子どもの教育期待に対する農民工身分の効果（仮説 D）に関して、二項ロジスティック回
帰分析を用いて検討を行う。

4．データの概要と変数の操作化
4.1．CEPSの概要
本稿の分析に使用するデータは、中国人民大学中国調査データセンターによって実施された「中国教育パネル調
査 2013-2014 学年」（China Education Panel Survey, Academic Year 2013-2014, 略称 CEPS 2013-2014）である。

CEPS 2013-2014 は、層化多段抽出法によって標本を抽出した。中学一年生・三年生、彼らの親、担任の教員、国
語・数学・英語の教員および学校の責任者などの学校関係者すべてを調査対象とした。抽出された 2013-2014 学年
の中学一年生と三年生 19487 人を有効回答者とし（有効回収率は 98.74%）、自記式調査票を用いて実査を行った。
さらなるデータの詳細情報については、中国人民大学中国調査データセンターのホームページで公開されているの
で、参照されたい（http://ceps.ruc.edu.cn/）。

4.2．分析対象者の設定
CEPS 2013-2014 では、本稿の研究対象者を直接に限定する変数がないため、都市住民児童と都市への移動児童の
2つの児童の定義と属性を考慮しながら、いくつかの変数を用いて自ら設定する。
都市住民児童は、出生地が本籍地であり、かつ非農業戸籍を持つ中学三年生の子どもに限定する。都市への移動
児童は、出生地が本籍地であり、かつ農業戸籍を持つ、農民工の両親、あるいは、いずれかに連れられて都市に居
住するようになった中学三年生の子どもに限定する。そのうち中学三年生時点に限定する理由は、当該学年が中国
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義務教育段階の最終年で、進学ルートと非進学ルートの分岐点にあたるためである。本稿の研究者を限定する変数
の具体的な設定方法は以下の通りである。

①学年を中学三年生に限定する（grade9）。②出生地を「外県（区）」、「本県（区）」に区分する（a04）。③本籍地
と現住地が異なるか否かで「移動あり」、「移動なし」に区分する（a5、a8）。④戸籍類型を「農業戸籍」と「非農業
戸籍」の 2つに区分する（a6）。⑤両親あるいは両親のいずれかと別居中か否かを基準とし、「両親のどちらとも別居」
と「両親のいずれかあるいは両親のどちらとも同居」の 2つに区分する（b5）。
以上の設定方法を用いて、中学三年生時点での都市への移動児童と都市住民児童に分類することとした。表 1に
示した通り、有効回答者は、都市への移動児童数は 657 人、都市住民児童数は 1769 人である。

4.3．従属変数
従属変数は、分析の目的によって若干異なる。最も重要な従属変数は、子どもの教育期待である。しかしながら、
親の教育期待の媒介効果を検証するために、親の子どもに対する教育期待が重要となる場合もある。子どもの教育
期待について、CEPS 2013-2014 生徒票では、B31「あなたは将来どこまで進学したいと思っていますか」という形
で尋ねており、親の教育期待について、同じ生徒票で、「親はあなたを将来どこまで進学させたいと思っていますか」
という形で尋ねている。この二つの問いに対して、「いまやめる」「中学校卒業まで」～「大学院修了（博士後期）
まで」の 10 個の選択肢からそれぞれ 1つを選択してもらった。それぞれの問いに対する回答を、子どもの教育期待、
または親の教育期待のいずれかの測定指標とする。ここで注意しなければならないのは、扱っている子どもに対す
る親の教育期待は、父親と母親の両方の教育期待が反映されている総合的なものである。
分析をする際、t検定、分布の比較と多変量解析の複数の検討を行う。そのため、分析によって、教育期待の変数
に対して扱う方法が異なる。t検定では、回答してもらった子どもと親の教育期待を数値化する必要がある。そこで、
中国教育選抜システムと各種類の学校の評価を考慮した上で、「いまやめる（いまやめさせる）」は 8、「中学校卒業
まで」は 9、「中等専門学校・技術専門学校卒業まで」と「職業高校卒業まで」（以下、合わせて「中専・技術学校・
職業高校卒まで」）は 11.5、「高等学校卒業まで」は 12、「大学（専科）卒業まで」は 15、「四年制大学卒業まで」は
16、「大学院修了（修士）まで」は 19、「大学院修了（博士後期）まで」は 22 とする。「どちらとも言えない」を選
択したケースは無効とする。分布を比較するとき、教育期待は量的データを一定のカテゴリカル・データに変換し
て使用する。ただし、サンプル数を確保するために、「いまやめる」「中卒まで」を中卒以下にする。そのほか、必
要に応じて「四年制大学卒業まで」「大学院修了（修士）まで」と「大学院修了（博士後期）まで」を合わせて、「四
大卒以上」という指標を用いて、分析を行う場合もある。多変量解析を行うときも、四大卒以上か否かに区分して
検討する。

4.4．独立変数
本稿において、一番注目したい独立変数は「農民工身分ダミー」である。農業戸籍を持つ児童を 1、非農業戸籍を
持つ児童を 0とし、ダミー変数を作る。
社会経済的地位に関する変数は、「父学歴（生徒票 B7）」、「父職（生徒票 B8）」と「暮らし向き（親票 E19 を優先

し、生徒票 B9 の回答を補足する）」の 3つに分けられる。

表 1　分析対象者の設定結果
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「学校ランク」について、学校責任者票
の問 A4 で、「学校のランクについてうか
がいます。総合的にみると、貴校は本県
（区）の中で、次のどれにあたりますか」、
と学校責任者に尋ねた。「下」「中の下」「中」
「中の上」「上」の 5つの回答をそれぞれ
0から 4に数値化する。単純集計の結果、
学校ランク変数の最小値は 1となり、「下」
を選択した回答者がいなかった。そこで、
分析に際し、学校ランクを量的変数では
なく、カテゴリカル・データとして扱う。
具体的には、「下」「中の下」を下位校、「中」
「中の上」を中位校、「上」を上位校とする。
次は「中三成績」である。CEPS 2013-

2014 は、各中学校に依頼し、当年度の生
徒の中間テストの主要 3科目（国語・数学・
英語）の成績を収集している。変量の
stdchn、stdmat、stdengは、提供され
た国語・数学・英語の成績を平均値 70、
標準偏差 10 に変換した後の標準化された
得点である。本稿では各学生の標準化さ
れた国語・数学・英語の得点を合計して
から、算出した 3科目の平均成績を生徒
の「中三成績」とする。
その他の変数としては、子どもの性別
と、子どもが調査時点で暮らしていた地
域を表す居住地域がある。各変数の記述統計量や度数分布は表 2と表 3の通りである。

5．分析結果

5.1．都市への移動児童と都市住民児童の教育期待
都市への移動児童と都市住民児童が抱く教育期待の差を検討するため、本項では次の 3つの観点から調査結果を
分析する。

第一に、子どもの教育期待を年数に換算してから、t検定を行った。その結果は表 4に示した通りであり、これに
よれば、都市への移動児童と都市住民児童、それぞれの教育期待年数（t=-6.786, df=2312, p<0.001）について、平
均値には統計的に有意な差がある。この分析結果を見ると、都市住民児童よりも都市への移動児童の教育期待年数
の平均値が低いことがわかる。以上から、仮説 Aは支持できる、という結果が得られた。

表 4　児童別の子どもの教育期待の平均値と標準偏差および t 検定の結果

表 2　分析に使用する量的変数の記述統計量

表 3　分析に使用するカテゴリカル変数の度数分布
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第二に、児童間での教育期待の差がどこから生じているかを確かめるためには、子どもの教育期待に関する分布
の比較が必要である。まず、子どもの教育期待を都市への移動児童と都市住民児童の別で検討する。図 2が示すよ
うに、四大卒以上の学歴を持つことを期待する者の割合は、都市への移動児童で 64.5%、都市住民児童で 78%であり、
都市への移動児童と都市住民児童の間では 13.5%の差がある。一方、四大卒の学歴を持つことを期待する者のみに
着目すると、両者の差は 1.6%で、大きな違いがない。この結果から、都市への移動児童と都市住民児童の教育期待
の差は、主に大学院修了を期待する者の間にあると言える。
次に、子どもの教育期待が、児童別だけでなく、性別によっても異なるかを確認する。児童別の教育期待の分布
に性別という変数を加えて子どもの教育期待の分布を比較したものが、図 3である。この図 3における大学院修了
に注目すると、都市への移動児童と都市住民児童の違いに関わりなく、女子からの、大学院修了の学歴を持つこと
への期待が、男子のそれを上回っていることがわかる。都市住民児童の場合、女子が大学院進学・修了をしたいと
期待する割合が 41.1%であるのに対して、男子が 33.7%で、両者には 7.4%の差が見られる。他方、都市への移動
児童の場合、女子が大学院進学・修了をしたいと期待する割合が 26.6%であるのに対して、男子が 25%で、両者の
差はわずか 1.6%の差である。注目したいのは、都市への移動児童では、教育期待の性差が、大学院修了を求める者
には顕著ではないが、全高等教育機関（大学専科、四年制大学、大学院を含む）への進学・卒業（修了）を求める
者には 8.9%の差が見られることである。要するに、平均的にいうと、都市への移動児童であれ、都市住民児童であ
れ、女子児童の教育期待が男子児童の教育期待より平均的に高いことがわかる。しかし、児童間の差異が判断でき
ない。ここから、仮説 B1・B2 は支持できない、という結果が得られた。
第三に、学校ランクの効果を検討する。まず、都市への移動児童が都市住民児童と比較して、異なるランクの中
学校に就学しているのかを確認する。表 5から、上位校に通学している都市住民児童の割合は 40.8%であるのに対
して、都市への移動児童はわずか 12.2%しか上位校に通学していないことがわかる。一方で、下位校に通学してい
る都市への移動児童の割合は 20.4%であるのに対して、都市住民児童の割合はわずか 3.4%である。この結果から、
都市への移動児童に比べると、都市住民児童が通学している中学校のランクが平均的に高いことが言える。これに
より、仮説 C1 は支持できる、という結果が得られた。
次に、性別を統制した上で、児童別で学校ランクの効果を検討する。まず男子（図 4）に注目すると、上位校、中
位校に通学している場合、都市への移動児童に
よる四年制大学かそれ以上の高等教育機関への
進学に対する期待率が都市住民児童のそれを下
回っている。特に上位校に通っている場合、都
市への移動児童による四大卒以上の学歴を持つ
ことへの期待率は 63.9%であるのに対して、都
市住民児童のそれは 80.8%であり、両者のあい
だには 16.9%の差が見られる。一方で、下位校

図 2　児童類型別による子どもの教育期待の分布（左） 図 3　児童類型別・性別による子どもの教育期待の分布（右）

表 5　児童類型と学校ランクのクロス集計
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に通っている場合、上位校生徒と中位校生徒とは逆に、都市への移動児童による四年制大学以上の高等教育機関へ
の進学に対する期待率は、都市住民児童のそれを 25%上回っている。

男子の都市住民児童だけをみると、在籍する学校のランクが低くなるほど四大卒以上の学歴をもつことへの期待
率は下がる傾向が顕著で、さらに下位校に通学している場合、この期待率はわずか 37.9%しかない。その一方、男
子の都市への移動児童による四年制大学以上の高等教育機関への進学に対する期待率は、学校ランクによる影響が
顕著ではない（6割ぐらいの期待率を維持している）。
女子（図 5）に注目すると、まず上位校、中位校に通っている場合、都市への移動児童が四年制大学以上の高等教
育機関への進学を期待する率は、都市住民児童のそれを下回っている。特に上位校に通学している場合、都市への
移動児童が四年制大学以上の高等教育機関への進学を期待する率は都市住民児童のそれを約 20%下回っている。そ
の度合は男子に比べると、より顕著である。下位校では、男子の場合と同様に、都市への移動児童が四年制大学以
上の高等教育機関への進学を期待する率は、都市住民児童のそれを上回っている。ただし、児童間の差はわずか 8.4%
しかない。
この結果から、仮説 C2 は部分的に支持できる、という結果が得られた。すなわち、都市住民児童の場合、通学し
ている中学校のランクが低いほど、教育期待も低いことが確認されたが、都市への移動児童の場合、とりわけ男子
において、この傾向は顕著ではない。
以上、t検定、分布の比較を通して、教育期待の差と、教育期待に関する性差・学校トラック説についての仮説の
検証を行った。ここまでの仮説 A-Cに対する検証の結果をまとめると、A（児童間での教育期待の差）、C1（児童間
が通学している学校ランクの差）は支持、性差に関する仮説 B1、B2 はすべて不支持、C2（子どもの教育期待に対
する学校ランクの効果）は部分的に支持、という結果が得られた。

5.2．教育期待格差に対する農民工身分効果
本項では、最も中心的な仮説 Dに対して二項ロジスティック回帰分析により検証を行う。従属変数は、親と子ど
もの四大卒以上の学歴を持つことへの期待の有無とする。本節の最初で、都市への移動児童と都市住民児童が抱く
教育期待の差は、主に大学院修了を期待するか否かにあると確認した。しかしながら、一般的に、四大卒は中国人
の中で高学歴の基準として認識されている。そのため、従属変数を四大卒以上の学歴を持つことへの期待としたのは、
サンプル数の確保という面も考慮し、大学院修了のみよりむしろ四大卒を含めた方が適切だと考えたからである。
仮説 Dから、次の 2点を検討する必要がある。1つ目は、性差、地域差、学校トラック、および社会経済的格差
の効果を統制した上で、農民工身分効果があるのか、ということである。2つ目はもし効果が認められたら、どのよ
うに解釈するのか、ということである。

図 4　学校ランク別・児童別による男子の四大卒以上の
学歴を持つことへの期待率

図 5　学校ランク別・児童別による女子の四大卒以上の
学歴を持つことへの期待率
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注：＊＊＊P＜ 0.001, ＊P＜ 0.01, ＊P＜ 0.05, ＋P＜ 0.10

表 6 は分析結果である。モデル 1とモデル 2の従属変数は親の子どもに対する教育期待（四大卒以上の学歴を持
つことへの期待の有無）である。モデル 1では、男性ダミー、居住地域、父学歴、父職、暮らし向き、学業成績、
学校ランクを統制変数として投入し、モデル 2ではこれに農民工身分ダミー（農民工＝ 1、都市住民＝ 0）を追加投
入し、親の教育期待に対する農民工身分ダミーの独自効果を検討した。次のモデル 3から従属変数を子どもの教育
期待（四大卒以上の学歴を持つことへの期待の有無）に変える。モデル 3では、統制変数を投入した上で、親の教
育期待の効果を検討した。そして、モデル 4では、統制変数を投入した上で、子どもの教育期待に対する農民工身
分の直接効果を検討した。最後のモデル 5では、モデル 4に親の教育期待を追加投入し、子どもの教育期待に対す
る農民工身分の媒介効果を検討した。
まず、モデル 1から、移動先が西部地域である場合、中部地域である場合と比較すると、親が子どもに対して四
大卒以上の学歴を持つことを期待する確率は高まる。父親が中等教育機関か高等教育機関で教育を受けた場合、学
歴が初等教育までである場合と比較すると、親が子どもに対して四大卒以上の学歴を持つことを期待する確率は高
くなる。父親が公務員や専門職に就いている場合、労働者である場合より、親が子どもに対して四大卒以上の学歴
を持つことを期待する確率は高まる。また、子どもの学業成績と、通学している学校のランクが良ければ、親が子
どもに対して四大卒以上の学歴を持つことを期待する確率は高まる。
そして、モデル 2で農民工身分ダミーを投入すると、負の効果が有意に見られる。つまり、農民工の家族におい
ては、親が子どもに対して四大卒以上の学歴を持つことを期待する確率は、都市住民の家族におけるそれの 0.75 倍
である。統制変数の効果は、モデル 1とほぼ同様に見られる。以上の結果から、農民工身分、すなわち農民工か都
市住民かの違いが、親の子どもに対する教育期待に独自の影響を与えていると言える。
次に、子どもの教育期待に対する親の教育期待の効果を検討する。モデル 3を、モデル 1と 2 の各統制変数の効
果と比較すると、男性ダミーの負の効果は有意であるが、父職の効果は有意ではないことがわかる。子どもの教育
期待に対する親の教育期待の効果について、オッズ比は 28.579 であり、かなり強い影響力を持つことがわかる。言
い換えれば、親が子どもに対して四大卒以上の学歴を持つことを期待する場合、そうした期待を持たない場合と比
較すると、子ども自身が四大卒以上の学歴を持つことを期待する確率が 28 倍ほど大きいことになる。
モデル 4では、子どもの教育期待に対する農民工身分ダミーの直接効果に注目する。統制変数を投入しても、農
民工身分ダミーの効果が有意に見られる。このことから、仮説 D1 は支持できる、という結果が得られた。

表 6　親子の四大卒以上の教育期待の有無を従属変数とする二項ロジスティック回帰分析の結果
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次のモデル 5では、モデル 4に親の教育期待を独立変数として投入する。そうすると、新たに投入した変数が大
きな規定力を持ち、農民工身分ダミーの効果は有意ではなくなる。つまり、子どもが四大卒以上の学歴を持つこと
を期待するかどうかは、農民工身分ダミーの直接効果ではなく、親の教育期待を経由した媒介効果に影響されてい
ることがわかる。従って、仮説 D2-1 は支持できるが、仮説 D2-2 は不支持となる、という結果が得られた。

6．考察

前節では、都市への移動児童と都市住民児童の間に教育期待の格差が存在し、しかも主として大学院修了への期
待の有無が顕著に見られることを検証した。この格差が生じた理由として、本稿では「配分モデル」による性差と
学校ランクの効果を検討した。
性差について、性別役割分業意識から、女子より男子の教育期待の方が高いという仮説を立てた。それをもとに
分析したところ、仮説と反対の結果が得られた。女子の方が男子より高い教育期待を持ち、しかもその差異が主に
大学院修了という事柄に関して見られるのは、性別役割分業意識と夫婦共働き慣行の相互作用によるものと推察さ
れる。ただし、この点は CEPSのデータによって検証することは不可能であり、今後分析を深める必要があるだろう。
そして、都市への移動児童と都市住民児童との間の、教育期待の差に対する学校ランクが及ぼす効果を検討した。
クロス表分析の結果から、第一に、農民工の家族の子どもは、都市住民の家族の子どもと比較すると、移動先で義
務教育を平等に受けることができないという、政策的な障壁が、依然として存在していることを確認した。そして
第二に、学校ランクが子どもの教育期待に及ぼす効果があることを発見した。都市住民の家族の場合、子どもが低
いランクの中学校に通学すると、教育期待も低くなる一方、農民工の家族の場合には、この傾向は顕著ではない。
上位校に通学している都市への移動児童が持つ教育期待は、中位校に通学している生徒が持つ教育期待より高いも
のではなく、一定の水準を維持している。言い換えれば、農民工の家族の子どもが持つ教育期待には、学校ランク
に基づくガラスの天井効果があると言って良いだろう。
本稿では、子どもの教育期待に対する農民工身分の負の効果が、親の教育期待を経由した媒介効果だと確認した。
これは中学 3年生の子どもは、戸籍制度がもたらす障壁を完全に理解できないものの、彼らの親はその障壁を実感
しているため、子どもに対する教育期待が低くなる。そして、子どもの教育期待が親の教育期待に強く規定された
結果、都市への移動児童と都市住民児童との間に教育期待の差は生じることが示唆される。
以上のように、本稿は現代中国における都市への移動児童と都市住民児童との間での教育期待の格差構造をめぐっ
て、様々な考察を行った。その結果、教育期待の格差は明確に存在し、戸籍制度そのものに大きく影響されている
ことが明らかになった。中国政府が都市への移動児童の教育問題に対して様々な就学保障策を打ち出したにもかか
わらず、現実にはこうした光の影で戸籍制度に影響された教育期待の仕組みが作用している事実がある。2014 年 7
月に、中国国務院は「戸籍制度改革のさらなる推進に関する意見」を公表し、都市・農村の統一型戸籍登録制度の
導入を決定した。とはいえ、現時点では、農業戸籍と非農業戸籍の区別を廃止する戸籍制度の改革は中小都市の一
部でしか本格に執行されていない。農民工の数が多い北京、上海、広州などの大都市ではポイント制による地元戸
籍取得制度が代替案として取り入れられ、戸籍の統一はまだ認められていないため、農民工は依然として都市の戸
籍を取得することが難しい。現行の戸籍制度の全面的廃止あるいは抜本的改変には多大な困難が伴うが、都市への
移動児童と都市住民児童の間で教育格差をなくすためには、「農民工」という負の身分がもたらした制度的・観念的
な社会的排除を是正する施策を講じていく必要があるだろう。

＜付記＞

本稿は 2019 年 1 月に北海道大学文学研究科（文学院）へ提出した修士論文をもとに、加筆して作成したものである。
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The Disparity of Educational Expectation of 
Rural Migrant Workers’ Children in Urban China:

Focusing on the Effect of Household Registration System on 
Rural Migrant Workers’ Identity

YUE Peirong

Abstract: 

In China, children of migrant workers from rural to urban areas have low levels of education compared to 

children of urban residency. Applying the Wisconsin model, this paper aims to demonstrate the disparities in 

expectations for education between two groups of children and also to clarify whether each of the groups' 

identities affects the disparities in their own educational expectations. I examine children's inquiries recorded 

in the 2013-2014 China Education Panel Survey（CEPS）in order to create distribution charts of their 

educational expectations, taking gender and school ranking into consideration. I also conduct binomial logistic 

regression analysis to demonstrate the effect of the household registration system on rural migrant workers' 

identity including those children's parents'. The examination brought the following results: First, the children of 

migrant workers have lower educational expectations on average than urban residents' children. In addition, 

girls' expectations for education are higher than boys' one in both of the two groups. Furthermore, even if the 

children of migrant workers learn at higher-ranking schools, their expectations for education remain low. More 

importantly, rural migrant workers' identity is the negative effect of children's expectations for education which 

causes the educational expectation disparity. This research suggests that the effect was created not by the 

children themselves but through the parents' educational attitudes toward them.

Keywords:   expectations for education, children of migrant workers, Household Registration System, 

Rural Migrant Workers, Wisconsin model

中国都市部における「農民工」の子どもの教育期待の格差構造
―戸籍制度による農民工身分効果をめぐって―

岳　　　培　栄

要旨：
本稿は現代中国都市部で暮らしている農村から都市への出稼ぎ労働者（農民工）の子ども（都市への移動児童）
と都市出身の都市住民児童が持つ教育期待の格差構造を明らかにすることを目的とする。中国教育パネル調査
（CEPS） 2013-2014 を使用し、ウィスコンシン・モデルからの知見を踏まえながら、性差・学校ランクの効果を加味
して教育期待の分布によって分析した上で、中国の戸籍制度によって生じた農民工の身分効果を二項ロジスティッ
ク回帰分析で検証した。その結果、都市への移動児童が都市住民児童より平均的に低い教育期待を持っていること、
男子より女子による教育期待の方が高いこと、都市への移動児童には学校ランクによる教育期待の「ガラスの天井」
効果が見られることを明らかにした。格差形成の原因として、子どもの教育期待に対して農民工の身分が負の効果
を及ぼしていることと、この効果が親の子どもに対する教育期待を経由した媒介効果であることを示した。


